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インフラの持続可能性を確保するには，特に，維持管理スキームを社会環境の変化や新たな技術革新に

適応，発展させていくことが重要である．我が国では，インフラの一斉老朽化によって，点検・補修需要

が増大しているにもかかわらず，担い手は減少し，インフラの持続性はむしろ低下している．したがって，

人員確保，費用抑制，省力化に繋がる新技術・実施体制の導入が求められてきた．本稿では，ドローン撮

影点検技術の実装が，身体障害者の参画を促し，人員確保に繋がる可能性を検討した結果と包摂的な社会

における持続可能な維持管理について考察した． 
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1. はじめに 
 
我が国は，第 6期科学技術・イノベーション基本計画

において，Society 5.0 を「持続可能性と強靭性を備え，

国民の安全と安心を確保するとともに，一人ひとりが多

様な幸せ（well-being）を実現できる社会」と定義し，そ

の実現を目指してきた．Society 5.0 は人間中心の社会で

あり，持続可能性と強靭性を獲得する具体的手段として，

サイバー空間とフィジカル空間の融合が志向されている．

つまり，社会の様々な構成要素をデジタルツイン化して

いくことが期待されている．先ず，行政部門の幅広い分

野でDX（Digital Transformation）を促し，先端的サービス

の実装例を社会で共有していくことが望ましい．  
一方，我が国の現状は，多くの地方自治体がコスト問

題と人材不足に直面する中，都市政策は抑制され，イノ

ベーション・サイクルが非活性化している．各自治体が

都市力を回復し，持続可能で強靭な Society 5.0 を実現す

るには，このコスト問題と人材不足の解決が避けられな

い．つまり，全ての市民を担い手とするデジタルツイ

ン・データ連携サービスによって，都市の諸課題を一つ

ずつ解決していく必要がある． 
インフラメンテナンス分野では，一斉老朽化により点

検・補修需要が増加 1)しているにもかかわらず，技術者

の高齢化や自治体で土木系職員が削減されたことで，担

い手不足が深刻化している．一方，点検・補修プロセス

の中で，新技術の活用により効率化・高度化が検討され

ている．その中で，ドローンやセンサ等による現地作業

が低減される技術が導入されることで，高齢者や身体障

害者が参画可能となり，コスト問題と人材不足を解決し

ながら，インフラをデジタルツイン化できる．  
ただし，障害者がドローン操縦者としてインフラ維持

管理分野に参入する場合，健常者の操縦者との差別化や

市場優位性をどのように確保するかが課題となる．また，

点検も 3巡目に入り，近接目視を前提とした現場把握技

術は，画像解析・センサ等の発達によりデータに基づく

点検などに変革される可能性がある．したがって，社会

制度変革の可能性も考慮して，障害者のドローン操縦者

としての参入可能性を検討する必要がある． 
本稿では，茨城県つくば市をフィールドに，スーパー

シティ・デジタル田園健康特区における規制・制度改革

の実現と先端的サービスの早期実装を目的とした令和 5
年度「先端的サービスの開発・構築や先端的サービス実

装のためのデータ連携等に関する調査事業 2)（以下，本

調査という）の一環として，ドローンの導入によるイン

フラ維持管理分野への身体障害 
者（以下，障害者とする）の参入可能性を調査した結果



 
とその考察について述べる．  

なお，本調査では，上記以外の維持管理における以下

の実証を行っている（図-1，図-2）． 
① 三次元モデルを活用したAI診断の信頼性検証 
② センサデータの継続的取得による措置判断の支援 
③ 収集データ活用モデルの検討 
④ 包括管理等の事業手法の実現に向けた調査 
 
 
 

 

図-1 規模・状態別の維持管理 

 

図-2 小規模橋梁のセンサデータを活用した維持管理 
 
 
 
2. 包摂的な社会実現のための課題 
 
包摂的な社会を目指す上では，ヒトやカネ，モノ，情

報における種々の課題を解決していく必要がある．そう

した中，特にヒトの観点においては，我が国における社

会的な問題である少子高齢化の影響で，特に生産年齢人

口の減少による人的リソースの確保が懸念されている．

わが国においては，人的リソースの確保のために労働基

準法の改正や賃上げにより，働き方改革が推進されてき

た．しかし，それらの改革のみではいまだ如実に効果が

発現されているとはいいがたい． 
つくばスーパーサイエンスシティ構想の中では，誰一

人取り残さない SDGs の精神のもと，出口の見えない社

会課題の克服や革新的なくらしやすさを実現する住民を

中心としたスーパーシティを目指している．また，

SDGs の目標のうち，8「働きがいも経済成長も」や 10
「世界中から不平等を減らそう」の観点では，障害者の

雇用機会の創出は一つの社会課題の解決に向けた取り組

みになると考えられる．日本 WHO 協会 3)によると世界

人口のうち 13 億人が重大な障害を経験しており，これ

は世界人口の 16%にあたるとされ，6 人に 1 人という割

合となる．特に日本国内は，障害者白書 4)によると 436
万人の身体障害者が暮らしている．これは，国土交通白

書 5)の我が国における就業者数（約6,747万人）と比べる

と約 15人に 1人が障害者という割合となる． 
今後の担い手不足が懸念されているインフラメンテナ

ンス分野（建設業）においては，厚生労働省資料 6)より

障害者雇用率は，2.09％と全体平均の 2.33％を下回って

おり，現場での就業機会が多くなることから障害者の雇

用は進んでいない． 
これらのことから，包摂的な社会（障害者雇用の観点）

と持続可能な社会（担い手不足の観点）の二つの社会課

題解決に向けた一つの取り組みとして，障害者の操縦し

たドローンによるインフラ点検について，調査を行った． 
特に，本調査の対象は，インフラ施設のうち，道路法

施行規則等で，点検（診断）は，必要な知識及び技能を

有する者が行うことが明記されており，一般的には有資

格者が点検を実施している橋梁を対象とした調査となる． 
 
 
3. 障害者のドローンによるインフラ点検 

 
(1) 調査概要 
インフラの老朽化が進み，メンテナンスを担う技術者

が不足する中，インフラの維持管理において，ドローン

等新技術の活用が促進されている．また，申請によりド

ローンの目視外，有人地帯飛行が可能となり，操縦に支

障となる病気等（例えば，視覚が不自由等）が無ければ，

障害を有する者でも操縦者技能証明が取得できる．つま

り，障害者がドローン操縦者になることも期待されてい

る． 
 

 
図-3 参加者集合写真 
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一方，橋梁の定期点検に当たっては，道路法施行規則

の中で，必要な知識と技能を有する者が行うこととされ

ており，国から発注される定期点検業務を行う担当技術

者についても，公共工事品質確保法に基づく国交省登録

資格を有することや，講習を受講していることが求めら

れるが，障害者がドローンを利用して点検業務を行うこ

とを想定した資格や講習は行われていない． 
そこで，本調査では障害者がドローンを利用して行う

ことのできる点検業務の範囲を検証するため，障害者の

ためのインフラ点検講習カリキュラムを検討し，計三回

の講習会を試行した．講習会においては，学生から高齢

者，聴覚障害者から車いす利用の方等，多様な方々にご

参加いただいた（図-3）． 
 
(2) インフラメンテナンス分野参画のための実証内容 
インフラ施設のうち，特に国の橋梁定期点検では，有

資格者（公共工事品質確保法に基づく国交省登録資格を

有する又は，講習を受講したことで，橋梁定期点検に必

要な知識と経験を備えると認められる者）が，点検・診

断を実施することが一般的であり，データ収集（変状の

発見）とデータ分析（診断）の作業が一元化されている．

このことから，ドローン等の新技術を活用しても操縦者

の隣で有資格者が見るべき部分・部位を操縦者に伝え，

適切にデータ収集をする必要があり，コストメリットを

発生させることが難しい．そのため，効率的に点検・診

断を実施できるよう，将来的にデータ収集をデータ分析

から分離し，有資格者以外も携われるようにすることが

望ましい． 
しかし，橋梁等のインフラの多くは，多数の部材から

構成される複雑な構造物であり，劣化・損傷の進展プロ

セスも多種多様であり，有資格者が関与しないデータ収

集は，変状の見落としに繋がる懸念がある． 
ドローンの飛行にあたっては，航空法第132条の86第

2 項 3 号によって，技能証明がない者がドローンを操縦

する場合，ドローンは物件（対象物）との間に適切な距

離を保つことが定められている．また，人口集中地区

（DID：Densely Inhabited District）の場合，事前申請が必要

となり，ドローンの操縦者は，技能証明を取得し，国土

交通省航空局にドローンの飛行計画を提出し，許可を得

て，安全なドローン運転を実施する義務がある． 
これらのことから，橋梁の点検を目的としたドローン

の操縦者に対しては，橋梁の点検に関する資格までは求

めないまでも，橋梁に関する最低限の知識と，ドローン

を安全に運行するための基礎知識・技能を学ぶための講

習会を行うことが望ましいと判断し以下の講習会を設定

した． 
なお，ドローンの飛行にあたっては，航空法上の理由

等から，体育館での検証を行った．概要を以下に示す． 

① 第一回講習会は，ドローン安全運転の基礎や橋梁

の老朽化問題，模型を用いた橋梁構造の理解，未

来の橋梁維持管理の座学を実施（図-4） 
 

  
図-4 第一回講習会 

 
② 第二回講習会は，プロの操縦者からドローン操縦

の操縦方法を学び，目標とする対象物を写真及び

動画のデータが取得可能かを検証（実際に橋梁点

検を実施している技術者が撮影した写真，動画と

比較）（図-5） 
 
 

  
図-5 第二回講習会 

 
③ 第三回講習会は，点検現場までの移動や，点検現

場の環境に起因する身体的負担を減らす手段とし

て有効であると考えられる目視外での遠隔操縦を

検証（図-6，図-7） 
 
 

  
図-6 第三回講習会 

 

図-7 遠隔によるドローン操縦 
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(3) 結果 
第二回講習会で実施した障害者と健常者（技術者）の

取得したデータを比較すると，目標とする対象物の半数

以上を発見し写真を撮影できることが確認できたが，写

真の精度は技術者と比べ低くなることが確認された．一

方，動画であれば，すべての損傷を技術者の写真と同程

度の精度で撮影できることが確認された（図-8）． 
第三回講習会では，目視外によるドローンの操縦にお

いては，すべての損傷を発見し，技術者の写真と同程度

の精度で写真を撮影でき，動画においても，同様に撮影

できることが確認された．これは，目視外による操作に

より，映像に集中できることや身体的負担が軽減された

ためと考えられる． 
これらのことから，ドローンの操縦技能が習熟するこ

とにより，収集データの精度も保証できるものと期待で

き，障害者のインフラメンテナンス分野でのデータ収集

においては，活躍を期待することができ参画の可能性は

十分に示された．なお，本調査は，体育館での実施であ

るため，今後実際の現場環境下で，ドローン飛行をする

ことによる弊害等も考えられることから，これらについ

ても検証していく必要がある． 
また，講習会後に障害者にアンケートを実施したとこ

ろ，以下のような課題も挙げられた．  
 ドローンの騒音等による聴覚障害者との意思疎通 
 ヘルメットの装着等の日常的ではない環境の変化

による負担 
 長時間のドローン操縦による疲労感 等 
 
 

  

  
図-8 写真及び動画の比較（左：技術者，右：障害者） 
 
 
4. 障害者の市場参画への可能性 

 
本調査により，障害者が点検・診断に有効なデータを

取得することができる可能性があることを確認すること

ができた．一方で，施設管理者（自治体職員等）は，あ

えて障害者をドローン操縦者とする必要はなく，健常者

で経験豊富な技術者に依頼しても同様の結果が得られる

ことを踏まえると，障害者がインフラの維持管理分野に

参画する場合，市場競争力をどのように獲得させるかが

課題となる． 
一つの可能性としては機材や操縦者が必要となるドロ

ーン点検では，コストメリットが発生し難い小規模橋梁

等に対して，データ収集を行う形がある．現状の制度を

明確に捉えると，リモート等で適切なデータ収集を実施

できれば，有資格者は現場に居なくてもよいと捉えられ

る．したがって，小規模橋梁をドローンによって点検す

る場合に，当該橋梁に直接的にアクセスするのは，ドロ

ーン操縦者（障害者）だけとし，有資格者はリモート等

で適切なデータを収集するために指示を出す等効率化を

図ることにより，コストの削減を図ることができる．こ

のように，運用面での検討をしていくことにより，実務

において障害者のドローンによる橋梁等のインフラの維

持管理の需要が広がる可能性がある． 
また，大規模橋梁等においてはすでに，ドローンによ

る定期点検やドローンで取得したデータによるインフラ

施設の三次元化が進んでいるところであり，これらのデ

ータ取得を障害者の操縦するドローンにより取得するこ

とも一つの市場参画への可能性と考える． 
 
 
5. 包摂的な社会を実現するための取り組み調査

とその考察 

 
包摂的な社会を実現するためには，先端技術と障害者

の社会参画の高い親和性と社会的な仕組みの重要性であ

ると考える． 
障害者の新規参画を促すことは，包摂的な社会を実現

するための原動力となるだけでなく，インフラメンテナ

ンス分野における担い手不足（人的リソース）を解消し，

インフラの安心・安全なサービスの提供にも資する有効

な選択肢の一つと期待できる． 
先端技術（ドローン等）を活用することによる障害者

の社会参画への可能性は大きく，そのための仕組み作り

が重要である．特に，障害者が資格取得できる制度作り

や参画しやすい環境の整備，自治体や民間事業者とのマ

ッチングの仕組みについて検討を進めていく必要がある． 
また，ドローン操縦は可能であっても，持っている障

害の種類により，その操縦環境が大きく作用されやすく，

操縦者にとってもバリアフリーな環境を整備していく必

要もある． 
 
 

技術者：写真 

技術者：動画 

障害者：写真 

障害者：動画 



 
6. ISO55001の要求事項と本調査の取り組み 
 
アセットマネジメントの国際規格 ISO55001 のもと，

アセットマネジメントシステムに要求される事項を参考

とした場合，本調査において，特に障害者雇用の観点で

は，「7支援」の「7.1資源（人的リソース）」の確保に

大きく寄与するものであると考える． 
一方で，本調査で活用した新技術を念頭に置くと，技

術的に現状の管理方法に対し，全て満足できているとは

限らず，目標に対しては不確かさの残る部分もあり，今

後の技術発展にも期待しているところである． 
 

表-1 ISO55001の要求事項と本調査との関係 

 

 

 

7. まとめ 

 

我が国のインフラに関する課題である，担い手の確保

に向けては，橋梁を対象にした障害者によるドローン点

検の調査により，現状でいくつかの課題が挙げられたが，

障害者を迎え入れる体制や現状の仕組みを変えること，

新たな市場価値を形成することにより，十分にインフラ

メンテナンス分野における人的リソースの確保（障害者

の参画）の可能性はあることが確認できた．また，講習

会の参加された学生や高齢者からは，今まで自身ができ

ると思っていなかったインフラ施設の点検等が，できる

可能性が高まり，技術革新は目覚ましいという意見があ

り，とても参加に意欲的な方が多く，今後の技術発展に

も期待し，意欲的に障害者が参加できる市場を形成する

必要性がある． 
また，近年取り組まれている包括的民間委託が進むこ

とにより，データ活用の意味，価値が高まることで，デ

ータに基づくインフラ管理が推進されるものと考えてい

る．ドローン等によるデータ取得価値が高まることで,
障害者のインフラメンテナンス分野への参画においては，

これらの複数年契約等を含んだ官民連携手法との組み合

わせにより，障害者の力量の向上や障害者参画への関連

機関の理解等より効果を発揮することが期待できる． 
インフラについては，本年 1月に発生した「令和 6年

能登半島地震」でも明らかになったように安心・安全に

誰もが利用できる状態を保つことが求められている．自

然災害の発生時には，早期の安全性確認や迅速な災害復

旧・復興が必要とされるが，一般的に地方自治体では関

連部署である道路管理部局と危機管理部局間などで情報

共有を，平常時から常時行っているケースは少なく，今

後は関連部署による情報共有の仕組みが必要と思われる． 
一方，行政のデジタルトランスフォーメーション

（DX）を推進する過程で，地方自治体においては，業

務効率化の観点だけではなく，EBPM に基づいた行政施

策も求められており，民間サービスや技術のカタログ化

を通じた自治体経営の支援が府省を超えた全般的な動き

になっている． 
本調査を通じてインフラ分野における障害者の参画や

先端技術を用いたデータ連携・利活用の可能性が検証さ

れたことから，民間のサービスカタログ化の動きを活用

し，自治体関連部局の連携のもとインフラと防災分野に

おける平常時からの情報共有に基づく自治体業務全体の

効率の向上とステークスホルダーへの情報発信などを通

じた安心・安全の街づくりを図ることがステークスホル

ダーにサービス（価値）を提供する意味でも非常に重要

であると考えられる． 
官民連携によってインフラの維持管理と防災対応をフ

ェーズフリーで運用管理することは，今後益々の激甚化

が予測される日本において，自然災害や一斉老朽化する

インフラメンテナンスに向けた一石二鳥の解決策である

ことから，国家戦略特区での調査・実装を通じ，同様の

課題を抱える地方自治体への展開が望まれる． 
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